
厚木市内商業団体販売促進・ＰＲ事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第 １ 条  こ の 要 綱は 、 商 業 の 活 性 化及 び ま ち の に ぎ わい 創 出 を 図 る た

め 、 市 内 商 業 団 体 に 対 し 、 予 算 の 範 囲 内 に お い て 厚 木 市 内 商 業 団 体

販 売 促 進 ・ Ｐ Ｒ 事 業 補 助 金 （ 以 下 「 補 助 金 」 と い う 。 ） を 交 付 す る

こ と に つ い て 、 厚 木 市 補 助 金 等 交 付 規 則 （ 昭 和 45年 厚 木 市 規 則 第 ５

号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第 ２ 条  こ の 要 綱に お い て 「 市 内 商業 団 体 」 と は 、 一般 社 団 法 人 厚 木

市 商 店 会 連 合 会 に 加 盟 す る 商 店 会 （ 以 下 「 商 店 会 」 と い う 。 ） 、 一

般社団法人厚木市商店会連合会又は厚木商工会議所をいう。 

（補助事業等） 

第 ３ 条  補 助 金 の対 象 と な る 事 業 （以 下 「 補 助 事 業 」と い う 。 ） 及 び

対象者は、別表第１のとおりとする。 

（対象経費） 

第 ４ 条  補 助 の 対象 と な る 経 費 （ 以下 「 対 象 経 費 」 とい う 。 ） は 、 補

助 事 業 を 適 切 に 実 施 す る た め に 必 要 な 経 費 の う ち 、 別 表 第 ２ に 掲 げ

るものとする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、別表第１のとおりとする。 

２  前項の規定により算出した補助金の額に 1,000円未満の端数が生じ

たときは、その端数を切り捨てるものとする。 

（交付申請） 

第 ６ 条  補 助 金 の交 付 を 受 け よ う とす る 市 内 商 業 団 体の 代 表 者 （ 以 下

「 申 請 者 」 と い う 。 ） は 、 補 助 金 交 付 申 請 書 に 次 に 掲 げ る 書 類 を 添

えて市長に申請しなければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 収支予算書 

２  前項に規定する申請書は、別表第１に掲げる補助事業ごとに市長

に提出するものとする。 

（交付決定） 

第 ７ 条  市 長 は 、 前 条 の 規 定 に よ る申 請 が あ っ た 場 合に お い て 、 そ の



内 容 を 審 査 の 上 、 補 助 金 の 交 付 を 決 定 し た と き は 、 速 や か に 補 助 金

交 付 決 定 通 知 書 に よ り そ の 旨 を 申 請 者 に 通 知 す る も の と す る 。 こ の

場合において、市長は、補助に条件を付することができる 

（事業の計画変更又は中止） 

第 ８ 条  補助 金 の交 付 決 定 を受 け た 申 請 者 （ 以下 「 補助 決 定 商 業団 体」

と い う 。 ） は 、 当 該 決 定 通 知 を 受 け た 後 に お い て 、 当 該 事 業 の 計 画

を 変 更 し 、 又 は 中 止 し よ う と す る と き は 、 事 業 計 画 変 更 （ 中 止 ） 承

認 申 請 書 に 収 支 予 算 書 を 添 え て 市 長 に 申 請 し 、 承 認 を 受 け な け れ ば

ならない。 

２  市 長 は 、 前 項の 規 定 に よ る 申 請が あ っ た と き は 、審 査 の 上 、 適 当

と 認 め る も の に つ い て 、 事 業 計 画 変 更 （ 中 止 ） 承 認 通 知 書 に よ り 、

その旨を補助決定商業団体に通知するものとする。  

（実績報告） 

第 ９ 条  補助 決 定商 業 団 体 は、 補 助事 業 が 完 了し た 日か ら 30日 以内 に、

事業実 績 報 告 書 に次に掲げる書類を添えて、市長に報告しなければ

ならない。 

 (1) 収支決算書 

(2) 領収書等の写し 

(3) 事業内容が確認できる書類（ポスター、チラシ、写真等） 

（書類の整備等） 

第 10条  補 助 金 の交 付 を 受 け た 補 助決 定 商 業 団 体 は 、当 該 事 業 に 係 る

収 入 及 び 支 出 を 明 ら か に し た 帳 簿 を 備 え 、 か つ 、 当 該 収 入 及 び 支 出

についての証拠書類を整備し、及び保管するものとする。 

２  前 項 に 規 定 する 帳 簿 及 び 証 拠 書類 は 、 当 該 事 業 が完 了 し た 日 に 属

する市の会計年度の翌年度から５年間保存するものとする。 

 

附  則  

１  この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

２  次に掲げる要綱は、廃止する。 

 (1) 厚木市商店会販売促進事業補助金交付要綱（平成３年４月１日

施行） 

 (2) 厚木市商業元気アップ事業補助金交付要綱（平成 21年４月１日

施行） 



 (3) 厚木市あつぎ商店会ＰＲ事業補助金交付要綱（平成 24年４月１

日施行） 

 (4) 厚木市元気な街づくり応援事業補助金交付要綱（平成 24年４月

１日施行） 

   附  則  

 この要綱は、令和４年８月１日から施行する。 

附  則  

この要綱は、令和４年11月１日から施行する。 

附  則  

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第１（第３条、第５条及び第６条関係） 

補助事業名 内容  対象者  補助率  補助額 

販 売 促 進

事業 

地 域 活 性 化 及 び 販 路

拡 大 の た め の イ ベ ン

ト 、 特 売 等 の 実 施 に

係る事業 

商店会 

30％  

補助事業ご

とに補助率

を対象経費

に乗じて得

た額とし、

１申請につ

き 50 万 円

（ＰＲ事業

（市制 70周

年に関連す

るものに限

る。）は、

200 万 円 ）

を限度とす

る。 

ＰＲ事業 装飾、宣伝等（当 該

商店会のＰＲのみ を

目的とするものに 限

る。）の実施に係 る

事業 

商店会 50％ （ 市 制

70周 年 に 関

連 す る Ｐ Ｒ

事 業 を 実 施

し た 場 合 に

あ っ て は 、

80％）  

特別ＰＲ事

業 

ホ ー ム ペ ー ジ の 構 築

又 は リ ニ ュ ー ア ル 等

の実施に係る事業 

商店会 

80％  

団体商業活

性化事業 

特 産 品 等 の Ｐ Ｒ 、 商

店 会 街 路 灯 へ の フ ラ

ッ グ の 掲 出 そ の 他 の

商 業 の 活 性 化 及 び ま

ち の に ぎ わ い 創 出 を

図 る た め に 実 施 す る

事業 

一 般 社

団 法 人

厚 木 市

商 店 会

連 合 会

又 は 厚

木 商 工

会議所 

50％  

備考１  ＰＲ事業（市制70周年に関連するものに限る。）は、過去に

本要綱に基づき補助の対象となったものを除く。 

備考２ ＰＲ事業（市制70周年に関連するものに限る。）の申請は、

１商店会１回限りとする。 

 

 

 

 

 



別表第２（第４条関係） 

補助事業 対象経費 内容  

販 売 促進 事 業・ ＰＲ 事

業 ・ 特別 Ｐ Ｒ事 業 【 共

通】 

会場等使用料 会議室使用料及び空き店

舗、土地等の一時的な借

上げに要する経費 

印刷製本費 資料、報告書等作成に係

る経費 

 通信運搬費 郵便料、運送料、インタ

ーネット接続料及びパソ

コン回線使用料等 

雑役務費 アルバイト賃金 

 工事費等 イベント会場の設営、撤

去等に係る経費 

 広告宣伝費 チ ラ シ 、 広 告 掲 載 、 装

飾、システムの構築等に

要する経費（システムの

維持管理に係る経費を除

く。） 

イベント費 イベント開催に係る経費

（ 飲 食 に 係 る 経 費 を 除

く。） 

機器借上料 機械、器具等の借上料 

消耗品費 事務用消耗品等 

団体商業活性化事業 講師等謝金 アドバイザー、講師、調

査研究員等外部専門家に

対する謝金 

会場等使用料 会議室使用料及び空き店

舗、土地等の一時的な借

上げに要する経費 

調査・研究費 調査及び研究のために必

要な経費 

 印刷製本費 資料、報告書等作成に係



る経費 

 通信運搬費 郵便料金、運送代、イン

ターネット接続料及びパ

ソコン回線使用料等 

雑役務費 アルバイト賃金 

工事費等 イベント会場の設営、撤

去等に係る経費 

 無体財産購入費 無形固定資産（意匠権、

商標権等）の購入に係る

経費 

広告宣伝費 チ ラ シ 、 広 告 掲 載 、 装

飾、システムの構築等に

要する経費（システムの

維持管理に係る経費を除

く。） 

イベント費 イベント開催に係る経費

（ 飲 食 に 係 る 経 費 を 除

く。） 

機器借上料 機械、器具等の借上料 

消耗品費 事務用消耗品等 

 


